様式７

建築（総合）主任担当技術者の経歴等
	氏名
	
	実務経験年数
	年

	所属・役職
	

	保有資格等

・一級建築士　　　　（登録番号：　　　　　　　）（取得年月日：　　　　年　　月　　日）
・（　　　　　　　　）（登録番号：　　　　　　　）（取得年月日：　　　　年　　月　　日）

・（　　　　　　　　）（登録番号：　　　　　　　）（取得年月日：　　　　年　　月　　日）

	平成１６年４月１日以降に契約し、業務完了している同種・類似業務の実績

	業務名
	発注者
	受注形態
	業務概要

（従事した立場）
	設計業務

完了年月

	・同種

・類似
	
	
	・単体

・共同企業体
	－　　F/B

　　　　　　　㎡

（　　　　として従事）
	　　年

月

	
	
	
	
	所在地：
	

	・同種

・類似
	
	
	・単体

・共同企業体
	－　　F/B

　　　　　　　㎡

（　　　　として従事）
	　　年

月

	
	
	
	
	所在地：
	

	・同種

・類似
	
	
	・単体

・共同企業体
	－　　F/B

　　　　　　　㎡

（　　　　として従事）
	　　年

月

	
	
	
	
	所在地：
	

	公告日現在、従事している業務の状況

	業務名
	発注者
	受注形態
	業務概要

（従事している立場）
	履行期間

	
	
	・単体

・共同企業体

・協力事務所
	－　　F/B

　　　　　　　㎡

（　　　　として従事）
	

	
	
	
	所在地：
	

	
	
	・単体

・共同企業体

・協力事務所
	－　　F/B

　　　　　　　㎡

（　　　　として従事）
	

	
	
	
	所在地：
	

	
	
	・単体

・共同企業体

・協力事務所
	－　　F/B

　　　　　　　㎡

（　　　　として従事）
	

	
	
	
	所在地：
	

	過去の受賞歴

	受賞した賞
	受賞年月日
	対象施設名
	用途・構造・規模

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注）以下は作成要領のため提出不要。
※1 実務経験年数については、1年未満は切捨てとする。

※2 応募者（共同企業体にあっては代表構成者）との雇用関係を証明する資料（雇用保険被保険者証の写しなど）を添付すること。なお、参加表明書の受付日以前に当該事務所と直接的かつ恒常的に３か月以上の雇用関係にあることが必要。
※3 所属・役職欄には、応募者企業内の所属、役職を記入すること。

※4 保有資格については、一級建築士、CASBEE建築評価員及び技術士（都市及び地方計画）についてのみ記載し、資格登録番号、取得年月日について記入すること。また、記入した資格を証する資料（資格証の写し等）を添付すること。

※5 同種・類似業務実績は、同種業務を優先し、かつ規模の大きいものから３件以内で順に記入すること。

※6 受注形態の欄には、「単体」、「共同企業体」の別を選択すること。ただし、共同企業体の場合、代表構成者であるものに限る。

※7 業務概要の欄には、構造種別-地上階数／地下階数、延床面積を記入すること（例：RC-5F/B1、○○㎡）。
※8 従事した立場とは、その業務における役割分担をいい、管理技術者、〇〇主任担当技術者、〇〇担当技術者の別に記入すること。また、実績についてはそれを証する発注者の書類（発注者印が押印されたもの）を添付すること。
※9 所在地は、当該施設の所在地を自治体名で記入すること（○○県○○市）。
※10公告日現在に従事している設計及び監理業務がある場合は、上記までの作成要領と同様に記入すること。

※11記入した業務については、契約書（鑑）の写し、延床面積と業務の完了が確認できる資料の写し等を提出すること。なお、増築又は複合施設の場合は、図面等を添付し該当する部分を囲むなど、わかりやすく明示すること。
※12審査により「同種」を「類似」又は「実績無し」と、また「類似」を「実績無し」として評価することがある。

※13過去の受賞歴については、受賞名、受賞年月日、対象施設名、用途・構造・規模を記入し、受賞実績が確認できる資料の写しを添付すること。また、対象となる賞は以下のとおり。

　　①対象は日本国内での受賞に限る。

②作品・施設（建築物）及び設計業務について、担当者個人、担当者が代表の事業所、又は担当者が管理技術者若しくは意匠担当主任技術者として携わったと認められること。

③全国レベルの組織が主催しているなど、全国レベルの賞と認められること（市町村、都道府県、地方レベルの組織が主催しているもの等は対象外とする。）。
④建築物に対する賞の場合、材料、用途等を限定することなく、広く一般の建築物を対象としていると認められること。

⑤上位の賞である、表彰件数が絞られているなど、担当者の能力評価に資すると認められること（選奨、奨励賞、新人賞、表彰件数が２０件以上ある賞等は対象外とする。）。
　

